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（１）インフラ長寿命化基本計画の概要 

 

 

 

  

インフラ長寿命化基本計画の概要 H25.11.29 インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定

○ 個別施設毎の長寿命化計画を核として、メンテナンスサイクルを構築
○ メンテナンスサイクルの実行や体制の構築等により、トータルコストを縮減・平準化
○ 産学官の連携により、新技術を開発・メンテナンス産業を育成

２．基本的な考え方

○安全で強靱なインフラシステムの構築

メンテナンスサイクルの構築や多段階の対策により、安全・安心を確保
予防保全型維持管理の導入、必要性の低い施設の統廃合等によりトータル

コストを縮減・平準化し、インフラ投資の持続可能性を確保

産学官連携の下、新技術の開発・積極公開により民間開発を活性化させ、
世界の最先端へ誘導

防災・減災対策等との連携により、維持管理・更新を効率化
政府・産学界・地域社会の相互連携を強化し、限られた予算や人材で

安全性や利便性を維持・向上

メンテナンス技術の基盤強化、新技術の開発・導入を通じ、厳しい地形、
多様な気象条件、度重なる大規模災害等の脆弱性に対応

【目標】老朽化に起因する重要インフラの重大事故ゼロ（2030年） 等

人材の確保も含めた包括的なインフラマネジメントにより、インフラ機能
を適正化・維持し、効率的に持続可能で活力ある未来を実現

【目標】適切な点検・修繕等により行動計画で対象とした全ての施設の
健全性を確保（2020年頃） 等

今後のインフラビジネスの柱となるメンテナンス産業で、世界のフロント
ランナーの地位を獲得

【目標】点検・補修等のセンサー・ロボット等の世界市場の３割を獲得（2030年）

１．目指すべき姿

○インフラ長寿命化計画（行動計画）

計画的な点検や修繕等の取組を実施する必要性が認められる全てのインフラ
でメンテナンスサイクルを構築・継続・発展させるための取組の方針
（対象施設の現状と課題／維持管理・更新コストの見通し／
必要施策に係る取組の方向性 等）

施設毎のメンテナンスサイクルの実施計画
（対策の優先順位の考え方／個別施設の状態等／対策内容と時期／対策費用 等）

３．計画の策定内容

４．必要施策の方向性

５．その他
戦略的なインフラの維持管理・更新に向けた産学官の役割の明示
計画のフォローアップの実施

○インフラ機能の確実かつ効率的な確保

○メンテナンス産業の育成

○多様な施策・主体との連携

○メンテナンス産業によるインフラビジネスの競争力強化

○総合的・一体的なインフラマネジメントの実現
○個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）

点検・診断 定期的な点検による劣化・損傷の程度や原因の把握 等

修繕・更新 優先順位に基づく効率的かつ効果的な修繕・更新の実施 等

基準類の整備 施設の特性を踏まえたマニュアル等の整備、新たな知見の反映 等

情報基盤の整備と活用 電子化された維持管理情報の収集・蓄積、予防的な対策等への利活用等

新技術の開発・導入
ICT、センサー、ロボット、非破壊検査、補修・補強、新材料等に

関する技術等の開発・積極的な活用 等

予算管理
新技術の活用やインフラ機能の適正化による維持管理・更新コス
トの縮減、平準化 等

体制の構築

［国］技術等の支援体制の構築、資格・研修制度の充実
［地方公共団体等］維持管理・更新部門への人員の適正配置、

国の支援制度等の積極的な活用

［民間企業］入札契約制度の改善 等

法令等の整備 基準類の体系的な整備 等

インフラ長寿命化基本計画（ロードマップ） ※本文より抜粋

［個別施設毎の長寿命化計画策定］

［点検・診断］

［長寿命化計画（行動計画）の策定］

［修繕・更新］

［情報基盤の整備・活用］

［新技術の開発・導入］

データベース・プラットフォームを活用した
データの蓄積、共有、利活用の推進

結
果
を

蓄
積

結
果
を

蓄
積

有
用
な
技
術
を

積
極
活
用

有
用
な
技
術
を

積
極
活
用

結
果
を

蓄
積

蓄
積
情
報

の
分
析

蓄
積
情
報

の
分
析

長寿命化計画（行動計画）の策定
取組の進捗状況や情報・知見の
蓄積状況等をふまえ、計画を更新

電子化フォーマットの統一ルールの明確化 各インフラ情報の電子化、
フォーマット統一

分析・利活用・共有・発信ルールの明確化 プラットフォーム等を通じた情報の公開

各インフラ毎のデータベースの構築・運用 プラットフォームの構築、運用

要領等に基づく定期的な点検・診断を実施

行動計画に基づき取組を推進

点検未実施の全対象施設に関し点検・診断を実施

○データの蓄積
・構造物の諸元（建設年度、構造形式、規模、費用、施工者等）
・利用状況や気象・災害履歴
・修繕等の履歴（時期、内容、費用、施工者等）
・劣化・損傷状況、健全性 等

○データの共有、利活用
・地理空間情報との統合
・交通等情報との統合 等

［基準類、法令等の整備］
蓄積された知見・ノウハウに基づき見直し（評価尺度の統一、新技術の導入等）見直された基準・マニュアル等に基づき運用

個別施設毎の基準・マニュアル等の見直し

有用な技術を基準等へ反映

ニーズ・シーズの的確な把握

新技術の開発・導入体制の見直し

国内の重要インフラ・
老朽インフラの

全てでセンサー、
ロボット等を活用

点検・補修等の
センサー・ロボット等の
世界市場の3割を獲得

各種技術研究開発
ICT、センサー、モニタリング、ロボット、
監視・観測デバイス、非破壊検査、構造物の性能評価、
補修・補強、構造材料の信頼性保証、新材料 等

既存技術も含めた現場での実証・
実証結果の分析・評価

随時現場導入

・研究機関の機能強化
・評価・認証制度の充実

未策定の施設の計画策定を推進
点検・診断結果や維持・更新状況等をふまえ、計画を更新

老朽化に起因する

重要インフラの

重大事故【ゼロ】

個別施設毎の長寿命化計画に基づく修繕・更新の実施点検・診断結果を踏まえた
緊急的な修繕・更新への対応

国内の重要インフラ・
老朽インフラの20%で

センサー、ロボット等を活用

新材料の実用化に目途
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インフラ長寿命化基本計画（ロードマップ） ※本文より抜粋

［予算管理］

［国の体制構築］

［維持管理等の担い手との協力関係構築（民間企業）］

制度の運用、改善

支援内容、体制の見直し

効果の検証、運用の改善

・事業特性に応じた入札契約方式の選択を支援 等

［地公体の体制構築］

・組織・人員を維持管理・更新部門に適正配置

・アウトソーシング 等体制の確保・充実

［維持管理等の担い手との協力関係構築（市民団体等）］

国
の
支
援
を

活
用

地
公
体
を

支
援

・必要な技能習得を地域が後押しする取組の推進

・職業訓練施設を活用したOFF-JT推進

・建設業就業者の処遇改善 等

人材確保・育成に向けた取組の実施

企業にとって「ヒト・モノ・カネ」の投資に値する魅力的な環境整備

市民団体等による維持管理を推進する取組の実施

資格・研修制度の
充実

・知見、ノウハウの集約
・インフラ管理者向け資格制度の充実
・外部有識者を交えた教育・研修制度の活用 等

地公体等への支援
体制、制度の充実

・相談窓口の設置、運用
・技術者の派遣
・修繕・更新などの代行制度の構築、運用等

市民団体等の活用 ・管理者等からの情報提供

・人材・資機材の活用ルール等の明確化 等

維持管理・更新費の将来見通しの想定

・新技術によるコスト縮減
・長寿命化によるコスト平準化
・用途変更や集約化による効率的使用 等

予算の平準化、投資の効率化に向けた取組の実施

・国の支援制度活用
・民間ノウハウの活用
・新技術の活用 等

取組実態の再確認、
体制のあり方検討

・積算基準の見直し
・ 調査・設計・施工の各段階の連携による発注の活用
・単価・数量精算方式の活用
・発注者支援のための新たな仕組み 等

入札契約制度
の改善

人材確保・育成に
向けた制度等の構築

・点検技術者等の資格制度の充実
・技能労働者情報を管理・蓄積する仕組みの検討 等

インフラ長寿命化基本計画等の体系（イメージ）

２．基本的な考え方

１．目指すべき姿

○インフラ長寿命化計画（行動計画）

 計画的な点検や修繕等の取組を実施する必要性が認められる全ての
インフラでメンテナンスサイクルを構築・継続・発展させるための取組の方針

対象施設の現状と課題／維持管理・更新コストの見通し／
必要施策に係る取組の方向性等

 施設毎のメンテナンスサイクルの実施計画

対策の優先順位の考え方／個別施設の状態等／
対策内容と時期／対策費用等

３．計画の策定内容

４．必要施策の方向性

５．その他

 戦略的なインフラの維持管理・更新に向けた産学官の役割の明示
 計画のフォローアップの実施

○個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）

点検・診断 定期的な点検による劣化・損傷の程度や原因の把握等

修繕・更新
優先順位に基づく効率的かつ効果的な修繕・
更新の実施 等

基準類の整備
施設の特性を踏まえたマニュアル等の整備、
新たな知見の反映 等

情報基盤の整備と活用
電子化された維持管理情報の収集・蓄積、
予防的な対策等への利活用 等

新技術の開発・導入
ICT、センサー、ロボット、非破壊検査、補修・補強、

新材料等に関する技術等の開発・積極的な活用 等

予算管理
新技術の活用やインフラ機能の適正化による
維持管理・更新コストの縮減、平準化 等

体制の構築

［国］資格・研修制度の充実
［地方］維持管理部門への人員の適正配置

［民間企業］入札契約制度の改善 等

法令等の整備 基準類の体系的な整備 等

インフラ長寿命化基本計画
策定主体 ： 国

対象施設 ： 全てのインフラ

 安全で強靱なインフラシステムの構築
 総合的・一体的なインフラマネジメントの実現
 メンテナンス産業によるインフラビジネスの競争力強化

 インフラ機能の確実かつ効率的な確保
 メンテナンス産業の育成
 多様な施策・主体との連携

行動計画
策定主体 ： 各インフラを管理・所管する者

対象施設 ： 安全性等を鑑み、策定主体が設定

安全性や経済性等の観点から必要性
が認められる施設

２．計画期間

１．対象施設

３．対策の優先順位の考え方

５．対策内容と実施時期

個別施設計画
策定主体 ： 各インフラの管理者

対象施設 ： 行動計画で策定主体が設定

４．個別施設の状態等

１．対象施設

２．計画期間

３．対象施設の現状と課題

４．中長期的な維持管理・更新等のコストの見通し

５．必要施策に係る取組の方向性

６．フォローアップ計画

行動計画において策定
することとした施設

点検・診断

修繕・更新

情
報
基
盤
の
整
備
と
活
用

点検・診断 例）点検未実施の施設を解消

修繕・更新 例）緊急修繕を完了

基準類の整備 例）点検マニュアルを見直し

情報基盤の整備と活用 例）プラットフォームを構築・運用

個別施設計画の策定 例）対象とした全ての施設で計画を策定

新技術の開発・導入 例）重要な施設の全てでセンサーによるモニタリング

予算管理 例）個別施設計画に基づき計画的に配分

体制の構築 例）維持管理担当の技術職員を配置

法令等の整備 例）維持管理に係る基準を法令で明示

新技術の開発・導入

予算管理

体制の構築

法令等の整備

 自らが管理・所管する施設のうち、安全性、経済性や重要性の観点から、
計画的な取組を実施する必要性が認められる施設を策定者が設定

 「４．中長期的な維持管理・更新等のコストの見通し」を踏まえつつ、
「５．必要施策の取組の方向性」で明確化する事項の実施に要する
期間を考慮して設定

 取組の進捗状況、情報や知見の蓄積状況等を踏まえ、計画を更新し
取組を継続・発展

 維持管理・更新等に係る取組状況等を踏まえ、課題を整理

 把握可能な情報に基づき、中長期的なコストの見通しを明示

 対象施設の現状と課題、中長期的な維持管理・更新等のコスト
見直し等に照らし、必要性が高いと判断される事項について取
組の方向性を具体化

 行動計画を継続し、発展させるための取組を明記

 行動計画で個別施設計画を策定することとした施設を対象

 定期点検サイクル等を踏まえて設定
 点検結果等を踏まえ、適宜、更新するとともに、知見やノウハウの蓄積を

進め、計画期間の長期化を図り、中長期的なコストの見通しの精度を向上

 各施設の状態の他、果たしている役割や機能、利用状況等を踏まえ、
対策の優先順位の考え方を明確化

 点検・診断によって得られた各施設の状態について、施設毎に整理

 各施設の状態等を踏まえ、次期点検・診断や修繕・更新等の対策の内容と
時期を明確化

６．対策費用

 計画期間内に要する対策費用の概算を整理

基
準
類
の
整
備

行動計画において
具体化した取組を
推進

＜個別施設計画を核としたメンテナンスサイクルの実施＞

＜メンテナンスサイクルを支える体制・制度等の充実＞
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（２）公共施設等総合管理計画策定指針の概要 
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（３）文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）の概要 

 

 

 

 

  

文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）の概要

政府の「インフラ長寿命化基本計画」（平成２５年１１月）に基づき、文部科学省の所管施設等の長寿命化
に向けた各設置者における取組を推進するため、文部科学省としての行動計画を策定

１．計画の範囲

◆対象施設：維持管理等に関する公財政支出があり、多数の国民を受け入れる施設
（国公立学校施設、公立社会教育施設、施設運営型独立行政法人、庁舎等）

◆計画期間：平成２６～３２年度（２０１４～２０２０年度）

２．目指すべき姿

◆各設置者における 「メンテナンスサイクル」 （①定期的な点検・診断、②計画策定、③計画に基づく
対策の実施）の構築

◆これまでの改築中心から長寿命化への転換による、中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減

◆行動計画・個別施設計画の策定を通じた予算の平準化

３．現状・課題

４．取組の方向性

５．フォローアップ

◆各設置者における取組の進捗状況の把握、課題の整理、解決に向けた取組の支援

◆第２次ベビーブームに対応して整備された学校施設等について、今後、急速な老朽化と整備需要の
急増が予想

◆建築基準法に基づく点検・診断の実施状況について地域差が発生

◆児童生徒等の安全性の確保はもとより、教育研究活動の高度化・多様化やバリアフリー・省エネ等に
対応した機能の向上も必要

◆厳しい財政状況等により対策が十分に行われていないおそれ

点検・診断の着実な実施 地域差のない点検の着実な実施を要請、点検実施の手引を作成・提供

個別施設計画の策定 個別施設計画策定の手引の作成・提供等により各設置者の取組を促進

対策の着実な実施 個別施設計画に基づく着実な取組を促進

予算管理 トータルコスト縮減・予算の平準化の促進、必要な予算の安定的な確保

指針・手引の策定 「点検・診断」「計画」「対策」の各段階に対応する指針・手引の整備・充実

体制の構築 体制構築の重要性・手段等に関する周知、先駆的事例の普及啓発

情報基盤の整備及び活用 施設に関する情報の蓄積・共有の有用性に関する普及啓発

新技術の開発・導入 非破壊診断技術・新材料に関する研究開発、導入段階に至った新技術の周知
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（４）学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（H27.4）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行動計画
において具
体化した取
組を推進

インフラ長寿命化基本計画 (H25.11.29)

○策定主体：国
○対象施設：全てのインフラ

公共施設等総合管理計画
《インフラ長寿命化計画（行動計画）》

○策定主体：文部科学省及び地方公共団体
○対象施設：安全性等を鑑み、策定主体が設定
○策定時期：文部科学省及び地方公共団体において

平成28年度までに策定

基本計画に
基づき策定

個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）

○策定主体：各教育委員会
○対象施設：各地方公共団体の行動計画において設定

点検・診断

修繕・更新

情
報
基
盤
の
整
備
と
活
用

基
準
類
の
整
備

個別施設計画を核とした
メンテナンスサイクルの実施

・個別施設毎の長寿命化計画を核として、メンテナンスサイクルを構築
・メンテナンスサイクルの実行や体制の構築等により、トータルコストを縮減・平準化
・産学官の連携により、新技術を開発・メンテナンス産業を育成

○インフラ長寿命化基本計画(H25.11.29策定)のポイント

○インフラ長寿命化基本計画の体系（公立小中学校の場合）

行動計画に
基づき策定

○平成２５年１１月に策定された「インフラ長寿命化基本計画」においては，各
インフラ管理者が個別施設毎の具体の対応方針を定める計画として個別施設毎
の長寿命化計画を策定することとされた。

○学校施設の長寿命化計画を策定する際の基本的な考え方や留意事項，計画に盛
り込むべき事項等を示すとともに，押さえておくべきポイントや具体的な考え
方等を解説した手引を作成。

※ 学校施設の長寿命化計画策定に係る手引作成検討会（主査：上野淳 首都大学東京理事・名誉教授（当時））において検討

学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（概要）

インフラ長寿命化基本計画の体系

１．学校施設の現状
・築２５年以上で改修を要する施設が約７割 ⇒安全上、機能上の問題点

・今後見込まれる膨大な老朽施設の更新需要

・国・地方ともに厳しい財政状況

・児童生徒数の減少

２．長寿命化計画策定の目的
・よりよい教育環境の確保

・効率的・効果的な老朽施設の再生によるトータルコストの縮減・予算の平準化

・今後の方針の共有による学校関係者・地域住民の理解の促進

長寿命化計画に盛り込むべき項目

・学校施設の長寿命化計画の背景・目的

・学校施設の目指すべき姿

・学校施設の実態

・学校施設整備の基本的な方針

・基本的な方針を踏まえた施設整備の水準

・長寿命化の実施計画

・長寿命化計画の継続的運用方針

各項目に沿って、以下のような情報を掲載

◆ポイント

学校施設の長寿命化計画に，最低限盛り込むべき

項目と押さえておくべきポイント

◆解説

ポイントとして記載した内容の具体的な考え方や

検討方法、項目設定上考慮すべき点

◆事例

計画策定の上で参考となる既存の計画等

平成２７年４月
文部科学省
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（６）長寿命化の実施計画
①改修等の優先順位付けと実施計画

・今後の学校施設の改修等に関する優先順位付けの考え方を示した上で，今後の改修等の内容や時期，
費用等を整理し，年次計画を策定する。

・計画策定時点において，個々の施設に係る規模・配置計画等の方針が立っていない場合には，今後の
検討を踏まえ，改訂のタイミングで計画に反映する。

②長寿命化のコストの見通し，長寿命化の効果
・計画に従って長寿命化を行った時のコストの見通しを明らかにする。
・改築中心の場合とのコストの比較・評価を行い，長寿命化の効果を明らかにする。

（７）長寿命化計画の継続的運用
①情報基盤の整備と活用

・把握した現状データの蓄積方法を記載する。

②推進体制等の整備
・学校施設の長寿命化計画を継続的に運用していくために必要な組織体制等の充実方策について記載する。

③フォローアップ
・学校施設の長寿命化計画の進捗状況等について，適切な期間内にフォローアップを実施し，必要に

応じて計画を更新する旨を記載する。

長寿命化
計画の

策定・運用

（４）学校施設整備の基本的な方針等
①学校施設の規模・配置計画等の方針

・学校施設の実態や目指すべき姿等を踏まえ，今後の学校施設の規模や配置計画に関する方針について
記載する。

・計画策定時点で個々の施設に係る方針が立てられない場合，今後の当該方針の策定に向けた検討時期
を記載することが重要である。

②改修等の基本的な方針
・学校施設の実態を踏まえつつ，目指すべき姿を実現していくための改修等の基本的な方針として，

長寿命化や予防保全の方針，目標使用年数，改修周期等を示す。

（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等
①改修等の整備水準

・把握した現状の整備水準等を踏まえ，域内の学校施設に関する統一的な方針として，今後の改修等に
よる整備水準を設定する。

②維持管理の項目・手法等

・各学校施設の維持管理を効率的・効果的に実施するため，点検・評価の項目を整理する。また，
点検・評価の項目毎に調査や修繕の方法，周期等を設定する。

方針の
設定

（３）学校施設の実態
①学校施設の運営状況・活用状況等の実態

・地方公共団体の人口や財政の状況，他の公共施設の状況等の学校施設を取り巻く状況のほか，学校施設
の保有量や将来の更新コスト，保有教室の活用状況，学校施設毎のコスト状況等について現状と課題を
整理する。

②学校施設の老朽化状況の実態
・改修方法等の検討に必要な劣化状況等の実態として，構造躯体の健全性の評価を行うとともに、構造躯体
以外の劣化状況等の評価項目を地域の実情に応じて決定した上で評価を行い，現状と課題を整理する。

（１）学校施設の長寿命化計画の背景・目的等
・学校施設の長寿命化計画の策定に当たっての背景や目的を記載する。
・施設の現状と今後の施設整備の基本的な方針，日常的な維持管理の方針等を考慮の上，計画期間を設

定する。

（２）学校施設の目指すべき姿
・国や地方公共団体の教育振興基本計画や学習指導要領のほか，各地方公共団体の教育ビジョン等に掲
げられた施策を基本として，それらを実現するために学校施設としてどのような機能・性能が必要となるか
を検討し，目指すべき姿を示す。

目標設定

実態把握

学校施設の長寿命化計画の構成について
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（５）報告書等のＵＲＬ 

 

 

 

○インフラ長寿命化基本計画 

（平成２５年１１月インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議） 

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/infra_roukyuuka/ 

 

 

○公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針 

（平成２６年４月総務省） 

http://www.soumu.go.jp/iken/koushinhiyou.html 

 

 

○文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画） 

（平成２７年３月文部科学省） 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/infra/index.htm 

 

 

○学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方について～学びの場を拠点とした地

域の振興と再生を目指して～ 

（平成２７年１１月学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議） 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/013/toushin/1364500.htm 

 

 

○学校施設の長寿命化計画策定に係る手引 

（平成２７年４月文部科学省） 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/036/toushin/1356229.htm 
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（６）公立学校施設整備事業の概要 
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（７）長寿命化改良事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）大規模改造（老朽）事業の概要 

 

 

 

 

  

大規模改造（老朽）事業の概要

【対象校】 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、
特別支援学校

【対象建物】校舎、屋内運動場、寄宿舎

【算定割合】１／３（財政力指数が1.0を超える設置者にあっては ２／７）

【補助要件】建築後２０年以上の建物の外部及び内部の両方を同時に
全面的※に改造する工事
※建物全体の延べ床面積の約７０％以上

上限額：2億円（過去急増市町村にあっては３億円）

下限額：7,000万円（小規模校1,000万円、幼稚園400万円）

【概要】
○経年により発生する学校建物の損耗、機能低下に対する復旧措置や、教育環境の改善を

図り、学校教育の円滑な実施に資するとともに、建物の耐久性の確保を図る改修を支援

長寿命化改良事業の概要

【対象校】 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、
特別支援学校

【対象建物】校舎、屋内運動場、寄宿舎

【算定割合】１／３

【補助要件】構造体の劣化対策を要する建築後４０年以上経過した建物

下限額：7,000万円（小規模校1,000万円、幼稚園400万円）

【概要】

○従来、改築（建て替え）していた老朽施設の再生を図るため、構造体の長寿命化やライフラ
インの更新などにより建物の耐久性を高めるとともに、省エネ化や多様な学習内容、学習形
態による活動が可能となる環境の提供など現代の社会的要請に応じた改修を支援

※ 併せて改築と同様の地方財政措置により、地方自治体の実質的な負担割合は２６．７％
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国庫補助 地方交付税算定の際基準財政需要額に算入 単   独

◆長寿命化改良事業（交付金算定割合　１／３　）　

◆大規模改造【老朽建物の改修、トイレの改修、空調整備など】（交付金算定割合　１／３　）

◆改築【地震特措法等による補助率の嵩上げ対象外事業】 （交付金算定割合　１／３）

◆大規模改造【老朽建物の改修、トイレの改修、空調整備など】（単独）

地方債（75%）

33.3%

33.3％

地方債（90%）

国　庫　補　助 地　方　負　担

(１／３) 地方債（75%）

33.3％

地　方　負　担

(１／３)

40.0%

地方債（90%）

国　庫　補　助

40.0%

国　庫　補　助 地　方　負　担

(１／３)

実質的な地方負担（26.7％）

実質的な地方負担（26.7％）

実質的な地方負担（51.7％）

元利償還金の66.7％

元利償還金の66.7％

実質的な地方負担（62.5％）

元利償還金の

30％

元利償還金の

50％

（９）平成 29年度予算に係る地方財政措置等について 
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地方交付税算定の際基準財政需要額に算入 単   独

◆集約化・複合化事業に係る地方債措置

【対象】

公共施設等総合管理計画に基づいて実施される既存の公共施設の集約化・複合化事業であって、

全体として延床面積が減少するもの （庁舎等の公用施設や公営住宅、公営企業施設等は対象外）

【充当率】

◆転用事業に係る地方債措置

【対象】

公共施設等総合管理計画に基づいて実施される既存の公共施設等の転用事業

（転用後の施設が庁舎等の公用施設、公営住宅、公営企業施設等である場合は対象外）

【充当率】

◆公共施設等の除却についての地方債の特例措置

地方債（90%）

元利償還金の
30％

地方債（90%）

地方債（90%）

元利償還金の

50％

実質的な地方負担（55％）

実質的な地方負担（73％）

実質的な地方負担（100％）
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（10）長寿命化改修の可能性を判断する際の留意点 

  

出典：「学校施設の長寿命化改修の手引 p.17, 18, 26-28」

■ 鉄骨造について
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出典：「学校施設の長寿命化改修の手引 p.15-16」

■ 法定耐用年数

■ 建物の耐用年数

建築物が使用に耐えられなくなるまでの年数として、物理的耐用年数、機能的耐用年数、経済的

耐用年数がある。

(1) 物理的耐用年数

(2) 機能的耐用年数

(3) 経済的耐用年数

■ 物理的耐用年数の延長
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（11）アドバイザー等の名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【委    員】 倉 斗 綾 子  千葉工業大学創造工学部 

                    デザイン科学科 准教授 

 

           小 松 幸 夫  早稲田大学理工学術院 

                    創造理工学部建築学科 教授 

 

           長 澤   悟  東洋大学 名誉教授 

                    株式会社教育環境研究所 所長 

 

           山 重 慎 二  一橋大学経済学研究科 

                    国際・公共政策大学院 教授 

 

                            （以上４名、五十音順、敬称略） 

 

 

【オブザーバー】 国立教育政策研究所 文教施設研究センター 

 

           文部科学省 大臣官房文教施設企画部 施設助成課 

 

 

【事  務  局】 株式会社ファインコラボレート研究所 

 

平成２８年度文部科学省委託事業 

「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 作成業務」 

検討委員名簿 
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